
第１次札幌市環境基本計画の進捗状況について 資料１

平成10年度から平成29年度（20年間） ※平成17年に⼀部改定

計画期間1
資料２「札幌市環境⽩書」（平成27年度版）P61〜83のとおり

計画の目標達成状況６対象とする地域２
札幌市の⾏政区域内
※⾏政区域を越えて広域的な取り組みが必要となる課題や施策については、国や道、近隣市町村との協調及び連携を積極的に推進

○環境保全・創造に向けた市⺠意識や生活
文化が根付いた「環境文化都市」を実現
するため、「循環型都市」「共生型都
市」「参加・協働型都市」の３つの環境
都市像を目指す。
また、これらの３つの環境都市像を実現
するため、各重点施策や市⺠・企業・⾏
政等の⾏動指針を示している。

計画体系３

重点施策
（戦略的施策プログラム）

⾏動指針
（市⺠・企業・⾏政等）

環境文化都市

循環型都市 共生型都市 参加・協働
型都市

実現へ

重点施策分野４

エネルギーの有効活用、環境低負荷型の交通網の形成（⾃動⾞、鉄道、航空機）、廃棄物減量、
良好な水環境の保全（水質汚濁、水辺環境、水と緑のネットワーク、地盤）、
豊かな自然環境の保全（森林、生き物）、
うるおいと安らぎの形成（市街地の緑、都市景観、文化財）、
健康で安心な生活の確保（大気環境、土壌・地下水、騒音・振動・悪臭、化学物質、放射線）

環境保全・創造のための都市づくり

環境教育・学習活動の推進、市⺠・企業・活動団体の環境保全・創造活動の推進、
環境保全・創造に寄与する産業や技術の振興、
地球環境保全に向けた国際的連携・協調関係の形成

環境保全・創造活動の推進

重点施策に関する取組（H26年度実績）５

別紙のとおり

地球温暖化の防止、森林機能の保全と育成、酸性雨（雪）の防止、オゾン層の保護

地球環境保全

目標設定及び計画の推進体制に関する課題7

○第１次札幌市環境基本計画における定量目標においては、目標年次が先のものを除き、概ね達
成済みもしくは達成中であるものの、一部の目標については、市内における取組では達成が困
難なものなどが設定されていることから、第２次計画においては指標の設定方法について検討
が必要であるとともに、取組が不⼗分な項目については、目標設定や取組内容を検討した上で、
設定することが必要。

○また、第１次計画では多くの会議体により計画を推進することとしていたが、会議体の数が多
く、議論の重複などがあったことから、平成21年に会議体の整理を⾏った経緯がある※。

○これまでも計画の進⾏管理として、札幌市環境審議会において環境⽩書の報告などをしてきた
ところであるが、第２次計画では推進体制の整備についても検討が必要である。

第１次札幌市環境基本計画における計画の推進体制

※「(仮称)環境基本計画推進会議」は「さっぽろ環境円卓会議」として設置されたが、「札幌市環境審議会」へその役割を継承。
また、「札幌市環境活動推進会議」は「札幌市環境保全協議会」へその役割を継承した。



定量目標の状況 補足

2010年に1990年の水準よりも6%削減し、2017年まで

に1990年の水準よりも10%削減することを目標としま

す。

2013年 6.68ｔ-CO
2
/人・年（速報値）

（1990年 5.43ｔ-CO
2
/人・年）

1990年比 23.0%増

1990年比で2020年に25％削減、2050年に80％削減すること

を目標とします。

2013年　1,310万ｔ-CO
2
（速報値）

（1990年　934万ｔ-CO
2
）

1990年比41.5%増

309ppt　（1997年　268.3ppt）

536ppt　（1997年　508.3ppt）

90ppt　（1997年　126.7ppt）

2010年に1990年の水準よりも6%削減し、2017年までに1990

年の水準よりも9.5%削減することを目標とします。

2010年　23.8×10

6

ｋcal/人・年

（1990年　20.6×10

6

ｋcal/人・年）

1990年比15.5%増

2014年10月策定の「札幌市エネルギービジョン」では、2022年までに2010年比で熱利

用エネルギー消費量を15％、電力消費量を10％それぞれ削減することを目標に新た

に取り組むこととしました。

2010年に太陽光発電設備の導入量を9,300ｋWとし、2017年

までに15,500ｋWとすることを目標とします。

2014年度累計　　31,970kW 達成済み。

2017年までに雪冷熱利用設備の貯雪量5,580ﾄﾝ とす

ることを目標とします。

2014年度末実績　5,455トン 概ね達成済み。

二酸化窒素に係る環境基準の達成を維持するととも

に、１時間値の１日平均値0.05ppm以下の達成を目標としま

す。

環境基準適合5地点（100%）/測定地点5地点 達成中。

すべての測定地点で騒音を要請限度以下にして、環境基準

を達成し維持することを目標とします。

要請限度適合29地点（100%）/ 測定地点29地点

環境基準適合戸数（247,761）戸（95.2%）/対象戸

数260,321戸

概ね達成中。

2010年に低公害車の普及台数を7,600台とし、2017年までに

12,000台とすることを目標とします。

2014年度末 49,048台 達成済み。

自動車からの二酸化炭素排出量削減に向けた取組状況を

的確に把握・評価するための手法等を次期計画改定までに

確立します。

検討中

次世代自動車補助事業により導入された自動車のＣＯ２削減量を把握する他、毎年

度の温暖化対策推進計画の進行管理において、運輸部門からのＣＯ２排出量につい

て評価を行っています。
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札幌市が処理する廃棄ごみ量を、2004年度実績に比べ、

2010年度までに20％以上減量するとともに、2017年度までに

30％以上減量することを目標とします。

2014年　482千トン

（2004年　824千トン）

2004年比　41.5%減

達成済み。

環境基準適合26地点（100%）/環境基準点15地

点、補助地点11地点

達成中。

環境基準適合14地点（93.3%）/環境基準点15地

点

概ね達成中。

環境基準適合３地点（100%）/測定地点３地点 達成中。

環境基準適合３地点（100%）/測定地点３地点 達成中。

2000年度の地下水揚水量約3,900万㎥を基準として、2017年

度までに年間揚水量を約700万㎥削減します。

2014年度　　3,155万㎥

2000年度比　752万㎥減

達成中。

多自然川づくりの整備延長を、2010年度に5.5㎞とすることを

目標とします。

2010年度末　5.4㎞（完了）

達成済み。

※5.5kmを目標として河川工事を実施したが、対象河川や自然環境の状況等により

5.4kmでの工事完了となっています。

多自然川づくりの整備延長を、2010年度に5.5㎞とすることを

目標とします。

2010年度末　5.4㎞（完了） 再掲

2020年度におけるみどりの量を平成21年度末（31,225ha）以

上にすることを目標とします。

2014年度は、32,015ha 達成済み。

2020年度におけるみどりづくりなどに参加した市民の割合

を、50％にすることを目標とします。

2014年度58.8% 達成済み。

2020年度における保全されているみどりの面積を370ha増

（21,700ha）とすることを目標とします。

2014年度末　231.9ha増 目標に向け順調に取り組んでいます。

（二酸化硫黄） 環境基準適合5地点（100%）/測定地点5地点 達成中。

（二酸化窒素） 環境基準適合11地点（100%）/測定地点11地点 達成中。

（浮遊粒子状物質） 環境基準適合３地点（100%）/測定地点３地点 達成中。

（微小粒子状物質） 環境基準適合３地点（100%）/測定地点３地点 達成中。

（光化学オキシダント） 環境基準適合0地点（0%）/測定地点10地点

上空オゾンの降下や、国外からの越境移流が主な原因と考えられます。また、基準達

成率は全国的に極めて低くなっています。現在、国において気象要因を考慮した新

たな指標についての検討が進められています。

（ベンゼン） 環境基準適合４地点（100%）/測定地点４地点 達成中。

（ダイオキシン類） 環境基準適合５地点（100%）/測定地点５地点 達成中。

有害大気汚染物質指針値を達成し維持します。 指針適合４地点（100%）/測定地点４地点 達成中。

環境基準適合43地点（97.7%）/測定地点44地点 概ね達成中。

環境基準適合９地点（90.0%）/測定地点10地点 概ね達成中。

環境基準適合18地点（38.3%）/測定地点47地点

汚染が確認された井戸について、汚染がなくなったと認められる（5年間連続で基準

適合）までは継続してモニタリング調査を行っています。

環境基準適合1地点（100%）/測定地点1地点 達成中。

環境基準適合８地点（100%）/測定地点８地点 達成中。

要措置区域４地点、形質変更時要届出区域４地

点

有害物質を使用している特定施設に対して、構造基準を確認するなど汚染防止に向

けた指導を行っています。また、区域指定された土地については、汚染の除去等の措

置を指示するなど汚染の拡散防止に向けた指導を実施し、汚染の拡散がないことを

確認しています。

有害物質取扱事業場及び有害物質使用特定事業場におけ

る新たな地下水汚染件数を0件とします。

2014年度　有害物質使用特定事業場　0件 達成中。

騒音に係る環境基準を達成し維持します。 環境基準適合5地点（100%）/測定地点5地点 達成中。

環境関連施設利用者数を当面2006年度に140万人とするこ

とを目標とします。

【環境関連施設（環境プラザ、リサイクルプラザ、

豊平川さけ科学館、円山動物園など11施設】

2006年度　124万人（完了）

2006年度時点では124万人でしたが、各施設において来場者数増加に向けた取組

や、学校における校外学習用モデルコースの設定など、引き続き環境関連施設の利

用者数増加に向けた取組を実施しています。

学校における「エコライフレポート」の提出枚数（累計）を、

2010年度に54万枚とすることを目標とします。

2010年度累計　69万枚（達成） 達成済み。

学校における「エコライフレポート」の児童・生徒の取組率を、

90%以上とすることを目標とします。

2012年度実績　91.1%（達成） 達成済み。

環境教育・学習への札幌における取組状況を的確に把握・

評価するための手法や体制等を次期計画改定までに確立し

ます。

検討中

各施策の取組状況などを評価・検証するため、札幌市環境教育基本方針推進委員

会を設置し、本市の環境教育の進捗管理を行っており、今後、一層の環境教育の推

進に向けて、環境教育基本方針の改訂を行います。

省エネ・省資源を実践している市民の登録者数を、2006年度

に10万人とすることを目標とします。

【省エネ・省資源を実践している市民登録者数

（エコライフ宣言者数）】

2006年度末　127,742人（達成）

達成済み。

エコライフ行動レポートの集計に基づき試算されるCO₂排出

削減量を、2010年度に４万トンとすることを目標とします。

2010年度累計　59,208トン（達成） 達成済み。

環境に配慮している事業所数を、2010年度まで2,000件とす

ることを目標とします。

2010年度　2,181件（達成）

（2014年度　2,132件）

達成済み。

市民・企業・活動団体等における環境保全・創造活動全般を

総合的に支援するための情報提供の仕組みや市民・企業・

活動団体等の環境コミュニケーションの状況を的確に把握・

評価するための情報収集の体制等を次期計画改定までに確

立します。

検討中

市内における環境イベント等の情報を環境情報誌「えこぽろ」で発信していたほか（平

成27年3月終了。以降は北海道内の中間支援組織が運営する「環境☆ナビ北海道」

にて情報発信）、企業のCSR情報などを毎年環境報告書展等で発信しています。
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札幌独自の環境関連製品やリサイクル技術等の認定制度を

次期計画改定までに整備します。

検討中

経済観光局において、市内企業等が実施する環境・エネルギー分野の技術・製品・シ

ステムの開発等の取組みに対し支援を行なっています。

※1　平成23年3月に策定した「札幌市温暖化対策推進ビジョン」において、新たに設定した目標です。

※2　旧「札幌市緑の基本計画」の目標値です。現在は新たな目標値（※3）を設定しています。

※3　平成23年3月に改定した「札幌市みどりの基本計画」の目標値より新たに設定しています。

※4　概況調査とは、地域の全体的な地下水質の概況を把握するための調査です。

※5　汚染井戸周辺地区調査とは、概況調査等により新たに発見された汚染について、その汚染範囲を確認するための調査です。

※6　継続監視調査とは、汚染井戸周辺地区調査等により確認された汚染の継続的な監視等、経年的なモニタリングとして定期的に実施する調査です。

※7　平成24年６月の「水質汚濁防止法」改正施行に伴い、有害物質使用特定事業場を目標に追加しています。

みどりの量

※2

公共用水域における水質汚濁に係る環境基準を達成し維持

します。

（生活環境項目（BOD）達成率）

1997年から増加していますが、上空オゾンの降下や、国外からの越境移流が主な原

因と考えられます。

太陽光発電設備の導入量
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省エネ・省資源行動を実践している市民
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環境保全・創造活動全般を総合的に支

援するための情報提供の仕組みや環境

コミュニケーションの状況を的確に把握・

評価するための情報収集の体制等

多自然川づくりの整備延長（再掲）

保全されているみどりの面積

※2

定　　量　　目　　標

市民１人当たりの二酸化炭素排出量

フロン１2

フロン113

フロン１1
大

気

中

フ

ロ

ン

濃

度

2017年までに大気中フロン濃度を、1997年より低下させること

を目標とします。
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有害物質取扱事業場及び有害物質使

用特定事業場

※7

における新たな地下水

汚染件数

みどりづくりなどに参加した市民の割合

※2

騒音に係る要請限度及び環境基準

騒音環境基準達成率（一般環境）

地

下

水

環

境

基

準

達

成

率

（ダイオキシン類）

別紙　第１次札幌市環境基本計画における目標達成状況別紙　第１次札幌市環境基本計画における目標達成状況別紙　第１次札幌市環境基本計画における目標達成状況別紙　第１次札幌市環境基本計画における目標達成状況

土壌汚染に係る環境基準を達成し維持します。

二酸化窒素に係る環境基準

地下水の水質汚濁に係る環境基準を達成し維持します。

低公害車普及台数

自動車からの二酸化炭素排出量

札幌市が処理する廃棄ごみ量

多自然川づくりの整備延長

施策の体系

大気環境に係る環境基準を達成し維持します。

札幌独自の環境関連製品やリサイクル

技術等の認定制度

エコライフ行動レポートの集計に基づき

試算されるCO₂排出削減量

環境に配慮している事業所数

有害大気汚染物質指針値達成率

健

康

で

安

心

し

て

生

活

で

き

る

都

市

の

推

進

土壌汚染環境基準達成率

（継続監視調査

※6

）

学校における「エコライフレポート」の提

出枚数（累計）

大

気

環

境

基

準

達

成

率

（概況調査

※4

）

環境教育・学習への取組状況

一

般

大

気

環

境

化

学

物

質

地

球

温

暖

化

の

防

止

温室効果ガスの排出量

※1

（汚染井戸周辺地区調査

※5

）

エ

ネ

ル

ギ

ー

を

有

効

に

利

用

す

る

都

市

の

実

現

市民１人当たりのエネルギー使用量

学校における「エコライフレポート」の児

童・生徒の取組率

土壌環境基準達成率（ダイオキシン類）

2015年3月に策定した「札幌市温暖化対策推進計画」において、2030年に温室効果

ガス排出量を1990年比で25%削減することを中期目標として掲げ、対策に取り組むこと

としました。

地下水揚水量

（健康項目達成率）

環

境

低

負

荷

型

の

交

通

網

を

も

つ

都

市

の

実

現

良

好

な

水

環

境

を

保

全

す

る

都

市

の

推

進

雪冷熱利用設備の貯雪量

（ダイオキシン類（水質））


